
様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

○R元（H31）年度：

○H30年度：
主な財源 実施方法

H30年度 R元（H31）年度 平成30年度活動内容と令和元年度（平成31年度）の活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

予算事業名

各省計上 補助 40,872 42,236 42,775 44,126

主な財源 実施方法
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元（H31）年度 平成30年度活動内容と令和元年度（平成31年度）の活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源 ○H30年度：　私立学校（47校）が行う特色ある教育（次世代を
担う人材育成の推進、体験活動の推進など）に要する経費に
対する助成を行った。

58,033 67,493 各省計上 ○R元（H31）年度：　私立学校（48校）が行う特色ある教育（次
世代を担う人材育成の推進、体験活動の推進など）に要する
経費に対する助成を行う。

 担当部課【連絡先】 総務部総務私学課、子ども生活福祉部子育て支援課 【098-866-2074】【098-866-2457】

２　取組の状況（Do）

予算事業名 私立学校等教育振興費

実施主体 県

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

　私立学校が行う特色ある教育（次世代を担う人材育成の推進、体験活動の推進など）
に要する経費に対する助成を行う。

H29 H30 R元（H31） R2（H32） R3（H33）

48校

助成校数

主な取組 私立学校教育改革推進 実施計画記載頁 394

対応する
主な課題

①多様化する教育ニーズに対応し、子どもたちの個性や創造性の伸長を図っていくためには、一貫した教育指導体制の構築、様々な専門教育の充実、特色あ
る取組を行う私立学校への支援など様々なニーズを踏まえた取組を推進する必要がある。

「主な取組」検証票

施策展開 5-(3)-ウ 時代に対応する魅力ある学校づくりの推進
施 策 ⑤　魅力ある私立学校づくりへの支援

施策の小項目名 ○特色ある教育への支援

私立学校が行う特色ある教育に対し助成



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

平成30年度の取組改善案 反映状況

①各学校への現地調査やヒアリングなどを通して事業内容の周知を図るとともに、参考
となる事例を示すなど事業の取組を促進する。

②事業計画と実績がかい離している学校が多いことから、事業計画書を提出する段階
で、適切に見込みを立てるよう促していく。

①現地調査やヒアリングなどを通して事業内容の周知を図るとともに、参考となる事例
を示すなど事業の取組を推進した結果、特別支援教育活動の充実に係る取組等につ
いて増額となった。

②事業計画書を提出する段階で、適切に見込みを立てるよう促した。

　計画値（48校）に対し、私立学校（47校）が行う
特色ある教育（次世代を担う人材育成の推進、体
験活動の推進など）に要する経費に対して助成
することにより、教育の質の向上を図ることがで
きた。活動指標名 H30年度

実績値

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

活動指標名 H30年度

実績値

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 実績値(A) 計画値(B)

H29年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

活動指標名 助成校数 H30年度 H30年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H26年度
　私立学校（47校）が行う特色ある教育（次世代を
担う人材育成の推進、体験活動の推進など）に
要する経費に対する助成を行った。
　特に英語教育強化や国際交流の推進といった
次世代を担う人材育成に取り組む学校が増え
た。

47校 46校 46校 47校 47校 48校 98.0%

58,033 順調

H27年度 H28年度



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・各学校へのヒアリングなどを通して、他校の取組について情報提供すること等により、引き続き特色ある教育に取り組む学校を支援していく。

○内部要因 ○外部環境の変化

・国の概算要求時に示された国庫補助単価（全国一律）について、要求通り措置されず、
減額となった事業がある。

・各学校が類似した事業を実施ししたり、毎年同じ取り組みを繰り返す傾向がある。

・いじめや不登校、児童虐待など学校が抱える課題は複雑化している。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・国の補助単価に変動があった場合は、適切に情報提供を行う必要がある。
・参考となる事例を示す等、特色ある取り組みを行う学校を支援する。
・児童生徒が安心して学校生活を送ることができるよう教育相談体制の整備等（スクールカウンセラーの配置等）に取り組む学校を支援する。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部要因の変化）


